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A b s t r a c t
This arlicle analyses care workers services supply problems to the service users under the operation of the care
insurance law management of some local cities and villages including and the care services workers service
problems of quality and quantity provided by care service workers. At present,socialisation and expertisation of care
service for old people's are becoming a very important problem. But the all care work services is not only supported
by Niigata, socialisation of care work but also by care worker's service supply ethic.
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要　旨
本論文は、日本における介護保険制定後その実施５ケ年、介護保険運営主体である新潟県ほか幾つかの県
の各市町村における公・私の介護保険給付サービス（施設・在宅諸サービス）との提供事業主体（公・私の）
に雇用されている介護サービス従事者の労働諸状況とその当面している介護サービス提供をめぐる諸問題の
分析を試みている。
キーワード
・介護労働の契約にみる多様性
・契約サービス提供関係当事者―提供従事者とサービス契約利用者
・介護保険制度運営主体の市町村とその介護就業
はじめに
1 9 9 7年介護保険法制度は、その法実施準備
期間をへて2 0 0 0年法の実施をみた。そして、
2 0 0 3年制度実施後その見直しを契機に保険料
の引き上げを行った。これは、介護保険法制
度と後の高齢社会の進行と要介護認定実施に
伴い、在宅、施設入居者の要介認定の進展に
みる要介護高齢者の増加とともに、その当初
の援護層の増加予測とかかわる介護保険諸給
付の増加と介護保険財政の見直しにかかわる
措置であった。この結果、この保険料値上げ
に伴い、介護保険運営者の各市町村はじめ第
一号、第二号被保険者にこの取扱をめぐる給
付と負担に対する多くの疑義を発生させたこ
とは否めない。
この負担引き上げ要因は、高齢要援護者の
援護ニーズの変化と、そのニーズ充足による
各給付費の増加がはいうまでもなく、介護従
事者、関係団体のリクエストである介護報酬
引き上げにあったことはいうまでもない。こ
とに介護をはじめ関係従事者の報酬引き上げ
は、当初から日常生活支援や、保健医療関係
支援をはじめ多様な支援に対し、そのサービ
ス対価の評価の区別から各種の不合理がみら
れ、その是正は急務であったのである。この
点わが国の在宅ヘルパーの介護報酬、その人
件費の改善はじめその体系化を急務とさせた
ことは、日本の介護保険法の母法ともいうべ
きドイツ介護保険法制度と同様に、介護報酬
費の改訂がそのドイツの労働経済事情ともか
かわり、またドイツの介護労働の量、質とも
かかわって、従事者の介護報酬アップ、そし
て関連する保険料アップがみられたことは周
知の事実であり、わが国においても創設時そ
の討論が見られたのである。このことは、わ
が国においていかにバブル経済の崩壊、そし
て財政金融改革による社会保障制度、社会福
祉の構造改革による合理化が展開がみようと
も、当初から高齢者の在宅、入居施設におけ
る需給のアンバランス下の対人サービスにか
かわる高齢者の介護の量、質の低下に関連す
る介護報酬関連の解決を、介護の社会的外部
化の動向ともあわせて放置しえなかったこと
はいつまでもなかったのである。
本稿では、介護保険制度の運営に必要不可
欠な介護にかかわる対人サービスの担い手で
ある福祉人材である従事者問題はサービスの
担い手の資格基準などの画一化にあわせ、介
護サービス契約にもとづく多様なニーズに対
応する画一的なサービス提供で完結するもの
ではないのである。たとえば、日常生活介護
１時間、そしてそのコストに対応する契約に
よる画一的サービス提供は、生産労働の場合
とは事情が異なり、終業ベルによるサービス
提供で終了するものではない。生産労働と同
様に介護労働は、契約にもとづく契約労働の
提供でとどめうるものか否かは、その介護状
況にもよろうが、介護は「まさに介護労働」
であると考えられよう。利用者との対人サー
ビス提供にかかわる相談、援助にあわせて、
介護による利用者との信頼関係を前提として
利用者の要援護ニーズの充足プラスαがその
付加価値に加わっているといってもよい。こ
のような介護をめぐる労働の性格とその評価
とあわせて、介護労働は従事者の対人サービ
ス性にかかわっているのである。
介護従事者問題研究会（仮称）は、2 0 0 3年
６月発足し、現行の法のもとでの多様な介護
サービスの多様な職場にかかわる福祉専門従
事者の当面する問題と、その利用者にかかわ
る人材擁護の介護福祉労働の在り方を中心に
検討した問題を以下に指摘ことにしている。
なお、各関係市町村ならびに研究参加の従
事者については、研究会の研究の必要上すべ
て具体的な固有名詞をさけ、記号を付するこ
とにしたことをおことわりしておきたい。
１　介護保険制度運営にかかわる従事者の　　
位置
介護保険制度は、第五の公営社会保険であ
ったが、介護保険制度の運営は国ではなく、
市町村の運営に委ね、経済保障（所得保障）
の公的年金制度とは異り、その保険者は、国、
都道府県、国民健康保険組合連合会などに加
え、運営者として各都道府県の市町村に委ね
たのである。そして政府は民営化促進により、
公的な事業者に加え営利、非営利の民間事業
者の介護関係サービス提供事業者の介護サー
ビス産業への参入を奨励促進した。それまで
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3わが国の対人サービス界におけるサービス提
供は、寧ろ自治体、および社会福祉法人など
への委任による公的措置行財政制度であり、
この行財政は社会福祉構造改革によりサービ
ス両当事者（利用者と事業者との間の）の自
由な対人サービス提供契約による有償サービ
スの制度化へと変革され、需給不足の介護サ
ービス提供化促進のために民間部門参入が奨
励されたのである。
法は、対人サービス＝現物給付を説明して
いるが、利用者からみれば介護サービス給付
に対する現金給付であり、これはサービス給
付率は９割で、必ず自己負担１割であり、さ
らに自己負担は法的給付をこえると負担をす
ることになるのである。
「介護給付費」は、在宅、施設サービスに
対し、つぎの様に区分されているのである。
( 1 )居宅介護サービス費( 2 )特例居宅介護サ
ービス費( 3 )居宅介護福祉用品購入費( 4 )居
宅介護住宅改修費( 5 )居宅介護サービス計画
費( 6 )特例居宅介護サービス費( 7 )施設介護
サービス費( 8 )特例施設介護サービス費( 9 )
高齢介護サービス費など）。
しかし居宅サービス費用（通所介護、通所
リハビリテーション、短期入所生活介護、短
期入所療養介護、痴呆対応型共同介護、特定
施設入所者生活介護費）は除かれている。な
お居宅介護サービス費用は、訪問介護、訪問
入浴介護、訪問介護、訪問リハビリテーショ
ン、居宅療養管理指導、通所介護、通所リハ
ビリテーション、福祉用品貸与などは区分が
みられ、その費用につき区分がみられること
になる。
ただ、これらの職務に従事する人は介護職
員であり、これらの多様な職務に従事する職
員のサービス報酬について、どのような職分
の職員がこれらの作業報酬をうけとり、どの
ような服務態様の職務遂行に服すのか、今日
必ずしも明確な基準とそれに関する定めがあ
るわけではない。恐らくサービス提供事業者
は、個々にサービス提供事業者との契約によ
って従事者の職務とその内容の服務条件、そ
の法定報酬により給付を行ってきているので
あろう。
以上にみるように、在宅ケアと在宅通所サ
ービス施設といわれる関係施設で多様なヘル
パーの職務（デイサービス、ショートステイ、
デイリハビリテーション施設など）がみられ
ることになり、これは被保険者のサービス・
リクエストによってその契約、就業サービス
内容も異なり、介護報酬にも差異がみられて
くるのであろう。このような職場での服務に
即応して提供されるサービスも、被保険者の
リクエストに対して対応ができるよう法がき
めこまかく定めるものに即応にしうるのかと
いう問題がおこることであろうし、これをめ
ぐる契約紛争が、各都道府県の基幹社会福祉
協議会によって処地がされているかにも問題
がある。
介護保険法の法定給付サービスは、前述の
ように被保険者のリクエストによる、いわゆ
る給付契約にもとずくものであっても、両当
事者の契約による対人サービスであり、前述
のように画一的でないために、提供事業者の
契約や従事者の対応に委ねられ法によって規
制してないものも多く、ここでは後述のよう
に法をこえる従事者の苦悩がみられることに
なる。
これらの諸問題に対し、いかに両当事者間
の契約による服務そして画一化の介護報酬が
十分対応できるかはまさに問題で、看護労働
も同じ問題をかかえていることであろう。介
護と看護、職業、 の関係サービスの連け
いが強靱されようとも、職務間のデマケーシ
ョンの違いと法的規制の違いのある法体制の
もとでは、公的にして良心的なサービスの提
供とその対応も至難な問題であろうか。
そこで以下、関係従事者の実践的な新潟県
下の市町村の介護現場の対応をめぐる、具体
的問題の記述に移ることにする。（佐藤　進）
２ 介護現場の実態と現場就業の課題
⑴ 在宅介護支援センターを通じての
Ｋ市の福祉
W・S
（ⅰ）Ｋ市の地努
Ｋ市は日本海に面した新潟県のほぼ中央に
位置し、冬は北西の季節風が吹きかなりの積
雪になる典型的な日本海側気候の地域であ
る。
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総人口8 5 8 4 6人そのうち6 5歳以上の老年人
口は、2 0 2 7 2人、高齢化率は2 3 . 6％となってお
り老年人口、高齢化率は年々増加の一途をた
どっている。
世帯数別で見るとＫ市全世帯数2 9 4 8 5世帯
の中で高齢者世帯数（6 5歳以上の単身高齢者
世帯、高齢者のみ世帯、高齢者と児童のみ世
帯をさす）は、4 1 4 8世帯で総世帯数の1 4 . 1％
を占めている。こちらも年々増加傾向にある
が、それと同時に在宅での介護力の弱い世帯
が増加している事をも意味している。
（ⅱ）介護保険の実施状況
介護保険の実施状況としては、2 7 3 6人が要
介護認定を受けている。内訳としては要支援
3 5 4人、要介護１が7 8 2人、要介護２が4 8 4人、
要介護３が3 6 5人、要介護４が3 9 8人、要介護
５が3 5 3人となっている。在宅者数（介護保険
施設入所者数は含まない）は2 1 5 6人おり、多
くの要介護認定者が在宅で生活している。以
上がＫ市の高齢者数、介護保険実施状況であ
る。
（ⅲ）Ｋ市の在宅介護支援センターの状況
在宅介護支援センターについて簡単に説明
したい。在宅介護支援センター運営事業は在
宅の要援護高齢者等や、その家族に対し在宅
介護等に関する総合的な相談に応じ、ニーズ
に対応した各種の保健・福祉サービスを調整
し福祉の向上を図る事を目的としている。
この事業の利用対象者は、おおむね6 5歳以
上の要援護高齢者及び要介護となるおそれの
ある高齢者とその家族、親族としている。こ
れらの内容を一言で表すとすれば「高齢者に
関する総合相談窓口」となるのではないだろ
うか。また実施主体は、市町村とされている
が、適切な事業運営が確保できると認められ
る地方公共団体、医療法人、民間事業者等に
委託する事ができる。Ｋ市では市で設置して
いる基幹型支援センター（地域型支援センタ
ーのとりまとめ役）が１ケ所と、地域型支援
センターとして特別養護老人ホーム設置が２
ケ所、デイサービス設置が２ケ所、老人保険
施設設置が１ケ所、医療機関設置が１ケ所の
合計６ケ所が市より委託契約を結んで活動し
ている。それぞれに担当地区がふり分けられ、
主にその地区内での活動となっている。市や
基幹型支援センターとの連携がしっかりとな
されているため、市内の高齢者の把握やケー
ス発見時の対応等すみやかに行われている。
支援センターの業務内容は、多岐に渡る。
主なものとしては、①地域内の要援護高齢者
等の心身の状況及び家族等の実態把握とニー
ズの評価②担当地区内の要援護高齢者及びそ
の家族に関する基礎的事項、サービス利用意
向や今後の課題を記載した台帳の整備③各種
保健福祉サービス、介護保険サービスの情報
提供と積極的な利用についての啓発④在宅介
護等に関する各種相談の受付⑤要援護高齢者
等の家族から相談を受けた場合、訪問等によ
り指導や助言を行う等があげられる。①、②
は、個別訪問を通して把握する事が多い。Ｋ
市では、個別訪問を要すると思われる要援護
高齢者のリストアップを民生委員が年に１回
行い、それに基き支援センターが訪問すると
いうシステムになっている。支援センターで
は対応が困難な問題があれば、基幹型支援セ
ンターへ連絡する事により保健師等へつない
でもらう事もでき、相談内容により適切な担
当者へとつながるような形態ができている。
Ｋ市の支援センターは、介護保険制度が開
始され、ケアマネージャー職種の登場により
役割が大きく変化した。制度前まで支援セン
ターで担っていたケアマネジメント的部分の
業務は、ケアマネージャーへと移行し、支援
センターは運営事業を再編成する必要があっ
た。現在の支援センターは、もっぱら介護予
防としての働きを強く求められている。業務
としては、要介護状態になる危険因子の高い
者に対して介護予防プランを作成し適切な介
護予防サービスを利用できるように支援した
り、地域住民へ痴呆の理解と早期発見を呼び
かけるため痴呆予防講話の開催、骨折による
寝たきり等の要介護状態を防ぐため体力チェ
ックや筋力トレーニングを取り入れた転倒予
防教室を行なったりと介護予防業務に力を入
れている。これらの業務の成果は、長期的な
視点での観察を要するため今後も続けていく
事となるが、、徐々にこの介護予防業務イコ
ール支援センター業務となってきているよう
に思う。
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5（ⅳ）介護保険運営からみた支援センター事　　
業との関係
介護保険制度と支援センター業務は、直接
的には関わりはない。先にも述べた通り支援
センターは、市からの委託業務であり介護保
険サービスの中には位置づけられていない。
しかし地域をまわり、介護保険サービスの利
用希望者とケアマネージャーをつなぐ役割と
して介護者は介護保険制度に間接的に関って
いる。Ｋ市では介護保険サービス利用者に対
し、ケアマネージャーが不足しているという
現状にある。そのため地域から介護保険サー
ビスの希望者が発生した場合、すみやかにケ
アマネージャーに引き継ぐという事が難し
い。また、高齢者単身世帯や高齢者のみ世帯
では介護保険制度についての理解が困難であ
る上、ケアマネージャーの選択という作業が
発作するため、サービス利用に至るまで利用
希望者は非常に労力を要してしまう。この現
状のもとでは、できる限りサービス希望者に
身近な制度であるよう仲介役として、支援セ
ンターはあるべきだと感じている。
支援センターは、運営にあたり市からの委
託金と各事業を行なった加算を財源としてい
る。運営状況は、決して楽とは言えない。し
かし様々な分野で専門性を重視し細分化がな
される風潮の中、広く浅い知識を持つ支援セ
ンターの存在は、必要であると感じている。
今後支援センターがいかなる方向へ流れて行
こうとも、本来の「高齢者に関する総合相談
窓口」という姿勢を崩す事なく、地域住民か
ら支援センターに相談すれば道を示してもら
えると思ってもらえるよう臨機応変、柔軟な
対応を心掛けつつ業務を行なっている。
⑵ Ａ市の介護保険運営とホームヘルプ
サービスの現状
－ホームヘルパーとしての経験のなかで－
Ａ・Ｙ
はじめに
介護保険が導入されて、早４年が経過しよ
うとしている。ホームヘルプサービスを取り
巻く状況も介護保険前後ではずいぶんと様変
わりしてきた。
今、ホームヘルパーとして働いていて感ず
ること、考えることなどを、Ａ市の現状、当
事業所の現状とともに述べていきたいと考え
る。
１．Ａ市の人口構成とその推移
Ａ市の総人口は、市施行後徐々に減少し、
近年2 8 , 0 0 0人前後で落ち着いている。また、
高齢者人口（6 5歳以上）は昭和6 0年に比べ着
実に増加し、平成1 4年では高齢化率も1 5 . 1％
から2 4 . 3％と9 . 2ポイント高くなっている。
（表１参照）
２．介護保険サービスの全体的な利用状況
①　認定者と利用者数
高齢者人口に対する認定率はＡ市では
1 3 . 2％、県全体では1 2 . 9％となっており県平
均より高い。認定者に対する介護サービス利
用者の割合を示す受給率はＡ市では8 1 . 3％、
県全体では8 2 . 4％となっている。これは、家
族介護があること、認定者でもまだ利用する
ほどではない、他人に家庭に入ってもらいた
くないと考えている人が多いからといっても
よい。（表２・３参照）
②　在宅サービスの現状
１人あたりの在宅費用額が9 1 , 0 5 8円で、介
護サービス給付費の在宅と施設の比率が県全
体では６対４であるのに対し、Ａ市では５対
５の割合で、比較的在宅サービスが利用され
ている。主要在宅サービス対利用率を見ても、
訪問介護、訪問看護の利用率が高く、通所介
護の利用率が低い状況にある。これは市内に
は通所介護施設が１ケ所しかないが、近く３
ケ所となる事でとあることが理由と考えられ
る。（表４参照）
③　施設サービスの現状
認定者における人数施設率は、Ａ市では
2 1 . 6％、県全体では3 1 . 4％となっている。ま
た、特別養護老人ホーム入所待機者は、平成
1 5．8．1現在、全部で1 4 5人、そのうち要介
護度３以上の割合は7 0％ほどとなっている。
（表４・５参照）
３．ホームヘルプサービスの現状と課題につ
いて
①　ホームヘルプサービスの内容と料金体制
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居宅サービス計画に基づき、介護福祉士や
ホームヘルパー（２級以上、但し３級は報酬
の減額対象）が要介護者等の自宅を訪問して、
入浴・排泄・食事等の身体介護、調理・洗
濯・掃除等の家事を行なう生活援助などのサ
ービスを提供し、日常生活の手助けを行なっ
ている。また、介護保険において、サービス
提供は利用者本人にかぎられ、生活援助に含
まれない業務は、直接本人の援助に該当しな
い行為（主として家族の利便に供する行為、
または家族が行なうことが適当と判断される
行為）、日常生活の援助に該当しない行為
（訪問介護員が行なわなくても日常生活を営
むのに支障が生じないと判断される行為）、
日常的に行なわれる家事の範囲を超える行為
とされてる。料金のほうであるが、、サービ
ス形態により身体介護、生活援助、身体生活
（身体介護に引き続き生活援助が必要な場合）
とわかれ、利用料金が異なっている。（表６
参照）
実際にサービス提供をしていると、特に生
活援助の部分で様々な利用者の要望を聞くこ
とがある。なかには調理で訪問すると家族分
の食事も調理しておいてと依頼されるなどで
ある。こういった場合は介護とは別として断
らせているが、中にはこれを納得していただ
けない人もおられるので、お断りするのが難
しいと感ずることは多々あるのである。断っ
たり、言葉ひとつで、利用者との関係も変わ
ることがあるので慎重に対応する必要がある
のである。
②　利用者と援助種別利用者数と回数の推移
平成1 4年４月から平成1 5年３月までの利用
者数は、年度末にかけて段々と減少している。
これは、新規の訪問介護事業所が増えたこと
によるものだと考えられる。またＡ市は、豪
雪地帯でもあり、冬季の１月、２月は１人暮
らしの利用者の方が閉じこもりにならないた
めや、下肢筋力の低下を防ぐなどで施設へ冬
季入所される人が何人かいるので利用人数が
減るのがこの地域の特徴的といってよい。
（表７参照）
また、援助種別利用者数と回数の推移では、
実利用者数は段々減少しているが、身体介護
に関しては、１人当たりの利用回数が増えて
いることが特徴的である。（表８参照）
③　職員数と勤務状態
利用者のサービス希望時間は様々である。
事業所としての営業時間は午前８時から午後
６時となっているが、現在は午前８時から午
後７時3 0分まで訪問を行なっている。また職
員数であるが、平成1 5年1 0月１日現在常勤職
員1 6名（うち１名育児休暇中）、登録パート
（登録した時間に出勤する）2 9名となってい
る。
排泄介助や、調理、配膳などのサービスを
利用される人は、やはり時間帯が重なること
が多く、訪問者を確保するのが難しい時があ
る。そういった場合は、休みの職員が出勤し
て対応するか、どうしても無理なときは利用
者に時間変更をお願いしケース調整を行なう
ことがみられる。
また、平成1 5年1 0月の１日平均件数は7 0件、
１日平均出勤者数は、常勤職員7 . 4人、登録職
員9 .７人、うち午前８時から対応のケース６
件（登録パート出勤可能者２人）、午後５時
以降対応のケース９件（登録パート出勤可能
者３人）となっている。登録パートの勤務形
態は、自分が登録した時間に勤務できるとい
う制度であり、登録者のほとんどが家庭の主
婦であるため、早朝、夕方から夜にかけての
時間帯や、土・日・祝祭日の出勤者がとても
少ないこともあり、常に常勤職員が通常勤務
時間を超過して対応しているのが現状であ
る。そして限られた人員で対応しているため、
本来なら真っ先に優先されなければならない
利用者本位のサービスが、行なわれていない
こともある。また、増員のための臨時職員募
集を行なってもなかなか集まらない現実もあ
る。実習生と同行訪問をしたときなどに、ヘ
ルパーを目指しているのかたずねると、大体
の人が、施設就職を希望しており、施設と違
って１人で訪問することに対しての不安を口
にされる。次に勤務時間、給与面で見合わせ
ているという方もみられる。１人で訪問する
ということは、先輩の姿を見ながら仕事をす
る機会がないということである。実際に自分
が行っている援助が果たして良かったのかど
うか、またひとりで悩みを抱え込みやすいと
いうこともある。適切にスーパービジョンが
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が取られる方法を確立し、今後ヘルパーを技
術的、精神的にバックアップしていく体制づ
くりが重要になると思うのである。
また、今は自分では体力もあり、未婚なの
で既婚者に比べて生活に時間的余裕がある。
逆に超過勤務手当てが減ることのほうが、率
直に言って厳しい生活になると思うのであ
る。ただ、これから結婚して家庭を持ち、出
産育児を行いながらもこの勤務体制の仕事を
続けていけるかどうか、長く勤務できるだろ
うかと将来的に不安に思うことも事実であ
る。出産・育児をしても働けるような職場づ
くりも後継者を育成する上では欠かせないの
ではないかと考えている。
④　ＡＬＳ患者のたん吸引について
ホームヘルパーのできない行為に、医療行
為がある。以前訪問したケースで、筋萎縮性
側索硬化症（以下ＡＬＳ）の5 0歳代男性のか
たがみられた。その人のＡＬＳは、すべてに
おいて全介助、人口呼吸器を装着し、常にた
ん吸引が必要な状態であった。私たちヘルパ
ーは、主介護者（妻）が出勤日の午前中１時
間、主に清拭と整容などの業務で訪問してい
る。主介護者が不在のときは、同居されてい
るほかの家族が介護しており、たん吸引が必
要になると私たちが訪問していてもその部分
はお願いして吸引して頂くことになってい
る。
１時間の訪問中、たんが出て苦しいときは
３回、４回とコールが鳴り、その度に家族の
方にたん吸引をお願いしなくてはならず、大
変心苦しい気持ちでいっぱいな時もあったの
である。ある時主介護者から「ヘルパーさん
はたん吸引やっちゃいけないんだろうけど、
それでも一筆書いてもいいから、たん吸引し
てもらいたいのよ」と切実に言われたことが
ある。そのときは「申し訳ないのですがお引
き受けできなくて」と答えるのが精一杯だっ
たのを覚えている。
ＡＬＳ等難病や、終末期の利用者など、医
療の度合いが高まるにつれ、ますます介護だ
けでは、その人やその家族の生活を支えるこ
とが難しいと実感することが多々ある。利用
者のすぐ傍にいても、たんが出て苦しい状態
を取り除く手立てがヘルパーにはなく、かと
いって家族の方の介護軽減に繋がる仕事がで
きるかといえば、介護保険では家族に対する
サービスはできないため、家族の介護負担の
軽減にもなっていない。利用者の人も、ご家
族の人も、そして私たちヘルパーももどかし
い気持ちを抱えながらいたのではと考えるの
である。
この６月に、厚生労働省から「ＡＬＳ（筋
萎縮性側索硬化症）患者の在宅療養支援につ
いて」という通知が出された。その中で、そ
の行為が危険なことにより、医師及び看護職
員によるたんの吸引が行なわれるのが本来で
あるが、ＡＬＳ患者はたんの吸引が頻繁であ
ることから、上記のもの以外の家族が吸引を
行っていることが現状であり、在宅生活を送
っている患者及びその家族の負担を軽減する
ために、患者本人が、知識とたん吸引の方法
を習得した家族以外の者に対してたん吸引の
依頼をし、なおかつ家族以外の者が自己のた
ん吸引を行うことについて、文章により同意
することによってたん吸引が行われる。なお、
今回の処置は現状をかんがみ、当面やむをえ
ない措置であって、ホームヘルパー業務とし
て位置付けされるものではない、といった内
容が発表された。これをみると、利用者対一
個人としての契約であり、ホームヘルパーの
業務ではないということである。私は訪問介
護事業所に勤務しているので、先ほどの男性
を例にとると、私がその方と同意書を交わし
たとして、ヘルパー訪問している最中にたん
吸引を行ったとき、危険な行為をしている間
だけ一個人として対応していることとなり、
身分がとても不安定な状態になってしまうと
いうことがいえるのである。一歩前進したよ
うな内容となっているが、現状とさしてかわ
りがないように思うのである。今現在、在宅
ヘルパーがたん吸引を行えないのは、ヘルパ
ー業務ではないからである。まして、個人の
責任を問われかねない場面も考えられるの
に、法律で明記されていないということは、
大変活動がしにくいと考えるのである。
やはりヘルパーとして考えることは、たん
吸引は、高度な知識と技術の要する医療行為
でありながら、特に資格のない家族は行うこ
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とができる。医療行為の中にも、介護職にシ
フトできるものがあるのではないかというこ
と。最善な方法は、在宅医療のサービス供給
体制が整うことだと考えるのである。今すぐ
に充実することは、難しいのが現状ではない
のではなかろうか。利用者とその家族が、大
変な状態を何とか改善したいと願っているの
は介護職も同じである。私たちヘルパーも目
の前で実際に苦しんでいる利用者の方を、手
をこまねいてみている現状は忍びないのであ
る。ヘルパーとしての関わりを、一個人とし
ての関わりということではなく、事業所単位
の関わりとして、そして、ヘルパーの業務と
して、明文化されるのではないかと考える。
おわりに
人の生きる命の活動＝生活を支える仕事と
して、このホームヘルパーという仕事につき
早６年が過ぎようとしている。途中介護保険
に制度が移行し、仕事の流れもずいぶんと変
わったが、利用者に対する思いは変わってい
ないのである。ただ、仕事をしていくと、難
しい現実が待っているのも事実である。たと
えば先ほどのＡＬＳ患者のたん吸引といっ
た、医療と福祉の狭間の問題、あるいは、同
居されている利用者が家族の生活に左右され
ないとは言いがたい面もあり、利用者と家族
の関係の狭間で、なにが利用者本位のサービ
スなのか混乱してしまうこともしばしばなの
である。ヘルパーとして、自己研鑽を積み、
利用者本位の在宅生活がすごせるよう、ヘル
パーとして関わらせてもらいたいと思ってい
る。
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⑶ 介護保険導入後の在宅介護の就業現場
とその今後の課題
－Ｉ町の在宅介護の例を通じて
Ｔ・Ａ
①　Ｉ町の高齢者数等の現状
私が住み、勤めているＩ町の総人口は昭和
5 5年の9 0 0 8人から、平成1 2年の段階では7 5 3 4
人と減少している。それに伴い世帯数も減少
しており、平均世帯人員は昭和5 5年の4 . 1 7人
から平成1 2年には3 . 7 5人と減少し、核家族化
の進展が我が町でもうかがえるのである。高
齢化の推移を年齢階層別にみると、4 0～6 4歳
は昭和5 5年の3 , 2 5 6人から平成1 2年には2 , 5 9 2人
と減少している。6 5～7 4歳（前期高齢者）は
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昭和5 5年の9 0 6人から平成1 2年には1 , 1 4 3人と
増加、7 5歳以上（後期高齢者）は昭和5 5年の
4 4 4人から平成1 2年には9 5 0人と増加してい
る。高齢化率は当然のように、昭和5 5年の
1 5％から平成1 2年は2 7 . 8％となっている。ま
た全国と比較すると、全国は1 7 . 5％になって
おり、1 0 . 3ポイント以上の開きがみられる。
そして、第１号被保険者は、前期高齢者・後
期高齢者共に増加しており、後期高齢者の割
合が高くなってきており、中でも8 5歳以上の
階層で著しい増加がみられるのである。それ
とは逆に第２号被保険者は企業の不況動向と
もかかわり減少傾向に有り、特に5 0～5 4歳の
占める割合が多くなって来ている。
Ｉ町における現状（平成1 3年1 0月）の要支
援者・要援護者数と割合は、下記の表に示す
とおりである。総認定者割合（4 0歳以上の人
口に占める要介護認定者割合）は、5 . 0 8％、
総認定者割合（高齢者数比）は1 1 . 1 8％となっ
ている。
施設サービス利用者数は、4 4人であり、施
設別利用者数は、介護老人福祉施設2 9人、介
護老人保健施設1 4人、介護療養型医療施設１
人となっている。居宅サービス利用者数は
1 9 3人となっている。
②　介護従事者と利用者との関係
私の勤務する施設は、一般型2 5名定員・痴
呆型1 0名定員の第一ゼイサービスセンター
（６時間営業）と、一般型2 0名定員のデイサ
ービス（６時間営業）・８床の基準該当短期
入所施設の第二からなっている。私は在宅介
護を支援する場で介護の仕事をしている。一
介護職員である。
私達、通所施設で働く職員が行える在宅介
護の支援として、家族の介護負担の軽減があ
る。また、外に出て同異地区の方々との社会
交流による痴呆の悪化の防止、ＡＤＬ低下防
止の為に行う機能訓練や手作業、自宅で入浴
できない方の為の入浴提供、そして、利用者
さんが家では話せない愚痴や悩みに傾聴する
事、家族の悩み・相談事を聞く事等があり、
それらを総括して、その人が、なるべく長く
在宅で過ごせるように支援をするのである。
介護保険が導入され、私達介護従事者と利
用者の関係は、契約という対等の関係になっ
た。利用者はサービス（内容・頻度）を選ぶ
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事ができ、従事者は選んでもらえるようなサ
ービスを提供しなくてはならないのである。
それは、利用者主体の個別化されたサービス
といってよい。
サービスを利用するにあたって出てくるの
が、介護報酬である。介護報酬は、介護度に
よって区切られ、決められており、それに伴
う負担金も分けられている。介護度が低けれ
ば少ない数しか使えないが、１単位はきわめ
て安いのである。逆に高ければ、たくさん使
えるのであるが、１単位はまた高くなる。一
部負担で良いとは言え、利用者にとってこれ
は負担になっていないとは言えないのであ
る。
③　現行制度と介護保険におけるサービス給
付状況
介護制度が始まった当初は、１週間に１回
の利用という方が多かったのですが、最近で
は１週間に２回、３回という方が増え、毎日
利用になっている方もいるのである。そこか
ら単純に判断すると、サービスの給付が増え
た、という事になっていると考えるのである。
しかしサービスの利用は、介護度によって料
金・単位（回数）が違い、一部負担ですむと
はいえ、限度額を超えた利用は全額自己負担
となるわけで、利用者本人や家族の意向に添
ったサービスを利用出来ているかと言われる
と疑問に思うのである。結局はお金がかかる
…ということになると、利用を最小限にと考
える方、使える限度額をめいっぱい利用する
方もいるが、そこにはお金の絡みがある事は
切っても切れないのである。また、もう少し
利用したいが、限度額を超えてしまうので諦
める方もみられるのである。
特に痴呆のお年寄りをもち、日中家が不在
になる家族は、本人の安全の為に毎日のよう
にサービスを利用したいということとなる。
が、痴呆を持っている方の場合、痴呆加算と
いって、一般の痴呆を持っていない方より負
担が高くなる。その為、より一層思うように、
サービスを利用出来なくなってしまっている
のである。その為、私の施設では今年の４月
より、一般型と痴呆型との利用料金を同じに
し、その差額を施設が負担する事で、たくさ
ん利用してもらえるようにしている。その後
は、痴呆の方の利用が格段と増えたのである。
他には家族の仕事の関係によって、営業時間
外の朝早くに来られる方、遅くに帰られる方
がいるので、それにあわせたサービスとして
「延長」も行っている。その場合の送迎は、
家族となり、延長料金（全額負担）がかかっ
てくる。
介護保険導入後の福祉サービス利用は、契
約によって行われるわけで、本人やその家族
が「利用したい」と思うサービスや、施設を
選ぶ事が出来るがそうした時、利用したい施
設・サービスが定員や予約でいっぱいで受け
入れてもらえないという事が出現し、サービ
スを受けれないという状況が実際出てくるの
である。その場合、他の施設やサービスを紹
介するのであるが、別のサービスでも良いと
納得される方、しょうがないと妥協する方、
他では嫌だからと諦める方と様々なのであ
る。その状況が強く現れるのが、お泊まりの
サービスを受ける時といってよい。緊急時に
「サービスを利用したい！」となった時、空
いていない為、他を紹介するのだが、大概決
まって「こうゆう緊急時に何故利用出来ない
のか！」と苦情が出てくる。先に予約の入っ
ている方のサービスを無くす事はできないの
で、事情を説明し、謝罪し、お断りするしか
ないのである。緊急時の為、必ず１床空けて
おけば良いのでしょうが、そうすると、今度
は施設の運営に響いてきてしまう為、それが
出来ないのである。結局施設・サービス提供
側の都合になってしまっているように思え、
とても歯痒く思うときがある。
④　介護保険制度と介護給付を巡る従事者の
職務の現状
介護保険制度になって、利用者やその家族
にとって少しは使いやすいサービスとして受
け入れてもらえている様に思えるのである。
契約をし、お金を払ってサービスを受ける。
それが自分で選ぶ事が出来る。そこには家族
の意向も色濃く出てくるが、それが全てでは
ないのである。今でもまだ「福祉」や「施設」
という言葉に抵抗を感じ、利用を拒否される
方がいられるのである。福祉サービスは、年
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をとったら誰でも利用して良いのだ、利用す
る権利があるのだという意識を持ち、気軽に
サービスを利用して頂きたいと思うのであ
る。
利用者主体、個別化されたサービスを提供
していかなければならないのであるが、実際
はそれが半分か、半分以下しか出来ていない
のである。デイサービスに来て、その日、本
人のしたい事・趣味をしてもらう。そこまで
出来たら…と思うのである。それが出来てい
る施設もあるわけで、決して出来ないという
わけではないのである。出来ないのは、人材
が足りていないからだ、と言ってしまっては
なにも解決しないし、実際人材が増やされて
も、結局個別化されたサービスが提供されて
いないという事が起こり得る。唯単に通常の
仕事の能率を上げただけに陥ってしまう様で
ある。人材を増やす前に限りある人材で、最
大限のサービスを提供していく努力と創意と
工夫が必要なのだ。これが現在の契約福祉と
思うのである。
介護制度が導入された今の福祉の現場で
は、１にも２にも「質」が問われている。選
ばれるサービス・施設、そうなる為の努力が
必然となっている。その為には現職員１人１
人がしっかりと自覚を持って利用者に良いサ
ービスとは何かを考え、提供していかなくて
はならない。施設・サービスの質とは、結局、
そこに関わる職員の質になるといってよい。
より良いサービスを提供する為には、内部の
職種間での意識の統一が不可欠で、正規職
員・臨時・パートと勤務時間・責務・給料等
違う訳だが、利用者やその家族にとっては皆
同じサービスを提供する従事者なのである。
しかしその意識がある人と有っても薄い人、
全く無い人とがいてしまうのが私の勤める職
場の現状といってよい。内部研修を繰り返し、
意識改革を目指しているのであるが、全員の
意識統一には至ってないのが現状である。ど
うやって高いレベルの意識に統一させていく
かということも一つの課題となっている。ま
た内部だけにとどまらず、ケアマネージャー
や、医療機関とのスムーズな連携もまさに問
題である。
利用者にとって、在宅での生活はやはりど
んな施設より大切な場所だと考える。介護保
険の制度とその理念の実施は、家族、ケアマ
ネージャー、医療機関、福祉施設が情報交換
を密に行い、利用者が在宅で死を迎えるその
時まで、その人らしさを持って楽しく過して
いけるようにバックアップして行くことが大
切であると考えるのである。
⑷ 介護保険運営と在宅デイサービス制度
－Ｋ町の現場を通じて－
Ｈ・Ｒ
介護保険制度が始まり、福祉が「措置」か
ら「契約」となった。その為、利用者の側が
福祉サービスを提供する側を選択する時代と
なった。しかし、利用者が福祉サービス提供
者を選択する為の情報はなお不十分であると
考えられる。
私の勤務しているＫ町には、デイサービス
事業が一つしかない。そして、デイサービス
の利用者の地域内訳は、1 0 0パーセントＫ町
在住の方である。その理由として、知ってい
る人がいないと利用するのに不安があること
や、町外のデイサービスに行っている人がい
ない為、他のサービス事業者の情報が不足し
ていることがあげられる。
大きな市などは、デイサービスがいくつも
あり、サービスを利用してもらう為に、競争
意識を持って、サービスの向上をはかってい
る。その点でＫ町は他の所よりも競争意識が
かけている様に感じる。しかし、競争がない
からといって、現状のサービスの提供の仕方
に甘んじるのではなく、「利用している方に
とって本当にニーズを満たすサービスを提供
できているか」、「サービス提供の際に、利用
者が不愉快な思いをしていることがないか」
という意識を、サービスを提供する側が持ち、
自己評価を行い、サービスの向上に心がける
ことが利用者に対し大切だと思う。
Ｋ町には、デイサービス事業が一つしかな
いことから、社会交流を目的とした方、入浴
目的の方、家族の介護負担の軽減を目的とし
た方、痴呆の進行予防を目的とした方など、
いろいろな目的の方が利用され、一緒に１日
を過している。その為、頭のしっかりしてい
る方が、痴呆の方と一緒に過すことにより、
14
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ストレスを感じたり、不快な思いをしている
ことも現状としてある。
しかし、Ｋ町の近くには痴呆専門型のデイ
サービスが無く、利用するとなると、家族送
迎をしなければならない事もあり、現状では
利用しにくい状況にある。
また、痴呆症状が軽いうちは、一般型デイ
サービスの中で過す方が、症状を緩和したり、
進行を遅くする、と言われていることがみら
れる。一般型デイサービスを利用しているが、
どのくらい痴呆が進行したら、痴呆専門型デ
イサービスに移行するか、家族も職員も判断
に迷ったり、痴呆専門デイサービスの対象だ
と考えられるほど重度化しても、家族に痴呆
専門型デイサービスを利用することのメリッ
トが理解されにくく、利用に結びつかない現
状がみられる
しかし、同じ利用者として、サービスを利
用しているにもかかわらず、事情がわかって
しまう、頭のしっかりされた方が、痴呆の方
と一緒に過す事により、ストレスを受けたり、
不快感を感じたりすることは混合サービスと
して問題だと思う。
そういう問題を解消していく為に、サービ
スに対する目的によって、サービスを選択で
きる様、サービスの多様化と関係サービス事
業の多様化の充実が必要だと思う。
例えば、痴呆専門型のデイサービスがもっ
と身近にあれば、 のようにもっと利用し
やすいと思うのだが。
また、社会交流が目的で要介護度の低い方
などは、サテライト型のデイサービスがあれ
ば、同じ目的の人が集まる事で、目的を達成
しやすくなると思う。
まだまだ、現状では、利用者１人１人のニ
ーズに全てこたえられていないのが現状であ
る。
しかし、従事者として現状の中でどうやっ
たら、ニーズを満たしていけるか、という視
点で、サービスを提供していきたいとつねに
思うのである。利用者が、発言していないか
ら、ニーズが無いと思うのではなく、従事者
としてニーズを引きだし、ニーズを満たす努
力を忘れずに、サービスの質の向上に努めて
ゆきたいと思う。
⑸ 介護保険制度と短期入所者生活介護の　
現状
－Ｃ市の特養ホームのショートステイ
担当者として－
Ｓ・Ｒ
はじめに
私の住んでいるＣ市で行われている、介護
保険サービスの給付状況と、私が特別養護老
人ホームのショートステイ担当として働いて
いて感じる事を以下に述べたいと思う。
( 1 )介護保険制度と短期入所者介護の現状
（ⅰ）Ｃ市の人口と高齢化率
平成1 5年現在、Ｃ市の総人口は1 3 4 7 5 6人、
そのうち6 5歳以上の人口は、2 7 9 0 3人である。
高齢化率は2 0 . 7％で年々増加しており、今後
も高齢化は進むと予想される。（表１参照）
（ⅱ）Ｃ市の要支援・要介護認定者数
平成1 5年現在、Ｃ市の要支援・要介護認定
者数は第一・第二号被保険者を合わせ、4 0 7 9
人である。そのうち要介護一の人は1 1 8 2人で
あり、全体の2 9％を占め、一番多い。（表２
参照）
要介護認定申請状況は、毎月1 0 0件以上の
新規申請があり、要支・介護認定者も増加し
ている。（表３・４参照）
（ⅲ）要介護度別のサービス給付状況
要介護認定を受けた人のうち、約８割の人
がサービス給付を受けており、約６割の人は
居宅サービスを利用し、約２割近くの人は施
設サービスを利用している。又、要介護度一
～三の人は居宅サービス利用者が多い。（表
５参照）
居宅サービスのうち、利用者数が多いのは
居宅介護支援に続き、訪問介護、通所介護、
福祉用具貸与の順となっている。短期入所生
活介護の利用者は、居宅療養管理指導に続き
全体の６番目である。（表６・７・８参照）
（ⅳ）短期入所生活介護について
短気入所生活介護（以下ショートステイと
する）は、日常的に介護する家族に代わり、
要介護者を一定期間、生活の場を施設に変え
ることにより、家族も支援し、家族生活を安
定させていくことを目的としている。
１日当たりの利用料金は、要介護度別に異
新潟青陵大学紀要 第４号　　2004年３月
The Present situation of the Care workers's labor conditions and the Contemporary problems
なる。食事代やレクリェーションに関わる費
用は別料金である。（表９参照）
Ｃ市では、近隣市町村も含め、現在1 1カ所
の施設で、ショートステイサービスが行われ
ている。新しく開設予定の事業所もあり、今
後も増えていくと思われる。（表1 0参照）
又、養護老人ホームにおいて、6 5歳以上の
原則として要介護認定を受けていない人を対
象とした、老人短期入所という高齢者福祉サ
ービスも行われている。（表1 1参照）
（ⅴ）ショートステイ利用理由
同居している要介護者は、介護者である家
族の不在で、ショートステイを利用される事
が多い。介護者休養のための利用は、半数以
上を占めている。定期的なショートステイの
利用により、介護疲れをとり、精神的にリフ
レッシュする事は、在宅生活を続けていく上
で、大きな効果がある。（表1 2参照）
（ⅵ）緊急時のショートステイ
～必要事に使えない現状～
在宅では、介護者自身の高齢化から老々介
護の現状もあり、介護者自身の健康維持が在
宅介護を支えていく上でも重要である。介護
者が突然、心身を病んでしまう等、何らかの
理由によって介護者が不在となる場合、ショ
ートステイが介護者代交の役目の一つとなる
が、ベッドが空いていなければ、別の方法を
考えなければならない。デイサービスやホー
ムヘルプサービス等の利用により、在宅サー
ビスをつなげたり、親戚の協力を求めたりす
る事で、介護者不在をまかなっている例もあ
る。
又、Ｃ市には緊急用ショートステイのベッ
ドが２床ある。特別養護老人ホーム２カ所に
１床ずつ、緊急時用のベッドが用意されてお
り、緊急時に備えている。
（ⅶ）ショートステイを利用することの現実
利用者は、ショートステイを利用すること
により、施設内でたくさんの高齢者やボラン
ティア、職員と接触したり、顔をあわせる事
ができ、施設は社会交流の場となる。
実際のところ、家族の都合によりショート
ステイを利用する場合、施設に行くよりも、
自宅にいる事の希望が強く、嫌々、渋々入所
されている利用者がほとんどだと思う。在宅
と同じように、気兼ねなく過して頂く事が理
想であるが、現実は難しい。同施設のリピー
ター利用の方は、利用回数を重ねるにつれて、
施設という環境に慣れてくるという場合もあ
る。
ショートステイを初めて利用される場合、
色々な不安が生じる。不安が大きくなりすぎ
て、心身状態にあらわれるケースもある。ケ
ア・マネージャーや家族からの情報をもと
に、利用者の様子をみて、ケアプランを作成
し、精神面のフォローも含め、職員による
様々な対応や工夫を行うべく努力がなされて
いる。又、利用前、利用中の家族からの話、
支えとしての存在は大きい。しかし、緊急時
に利用される場合、そのような家族からの対
応が十分になされにくい。
リピーター利用の場合、施設側として、以
前利用された時の様子がわかり、利用情報が
あるというのは、緊急ショートステイ利用時
の受け入れ体制を整えやすい。利用者と施設
側との契約も、初回時に済まされていれば、
事務手続きも必要ないので、時間の短縮にも
なる。家族の緊急時にそなえ、徐々にショー
トステイをお試し感覚で利用していく事は、
顔なじみの利用者や職員もでき、施設という
環境に慣れていく事につながると思う。又、
家族、ケア・マネージャー、施設で余裕を持
って、利用者の精神面へのフォローアップを
行う事の意味は大きいと考えるのである。
しかし、ショートステイのベッド数が不十
分なため、お試し利用も希望時に使えない現
状である。
（ⅷ）まとめ
使いたい時に使う事のできるベッド数の確
保と同時に、安心して利用できる受け入れ体
制を整え、サービスの質をあげていく事は、
家族を支援し、利用者が最も希望する、在宅
生活を支えていく上で、重要な役割になると
考えるのである。
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⑹ 介護老人福祉施設における現状と問題
点・今後の課題
－Ｂ市の特養老人ホームとユニット
ケアからみた現状と課題－
W・W
１．市の概要
２．関係従事者の職務と内容
３．ユニットケアにおける現状と課題
４．特養待機者増加の背景と新入所指針
５．これからの施設福祉のあり方
１．市の概要
私が勤務している市（以下Ｂ市とする。）
の総人口は約８万5 8 0 0人である。なお、6 5歳
以上の老年人口は2万3 0 0人であり、高齢化率
は2 3 . 6％と４人に１人の割合で、高齢化は全
国平均の約1 0年を先行している。7 5歳以上の
後期高齢者は9 7 3 0人で総人口に対して1 1 . 3％
となっている。総人口は減少しているものの、
高齢者数は着実に増加しており、今後も高齢
化率は上昇するものと考えられる。
要支援、要介護者数を見ると、在宅（病
院・老人保健施設・グループホーム等を含
む）では、寝たきり老人が2 6 . 9％、痴呆性老
人を含む準寝たきり老人が3 2 . 5％、虚弱老人
が4 0 . 6％となっている。一方、施設は新入所
基準にもあるように、要介護度の高い人から
優先的に入所してもらうということを受け
て、重度化する傾向にある。
私が勤務する特養でも要介護４・５の利用者
が全体の5 3％を占める。
２．関係従事者の職務と内容
私が勤務する介護老人福祉施設（以下Ｂ特
養とする）は、入所定員8 0名である。長期入
所の他にショートステイ・デイサービス・居
宅介護支援事業・在宅介護支援センターを併
せ持っている。職員は7 7名（厨房の調理員は
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外部委託のため除く）である。各職種の職務
内容は表の通りである（表１参照）。
３．ユニットケアにおける現状と課題
まずはユニットケアを実施している特養と
従来型の特養の違いについて述べる。
（以下、ユニットケア施設をＢ特養、従来
型施設をＣ特養と表記する）ハード面（建築
構造面）の違いを以下の表にまとめた（表２
参照）。
次にソフト面（対人面）での違いについて
であるが、従来型の特養は、業務（排泄・食
事・入浴の三大介護）をこなすことが精一杯
で、毎日がマニュアル化してしまう。多くの
職員で多くの利用者をケアするため、合理的
ではあるが職員が機械化し、サービスを提供
する主体が「人間」であるということを忘れ
がちになる。施設で働く多くの職員は、この
現実に長年疑問をいだいてきたことであろ
う。そしてその疑問、問題意識の中から生ま
れたのがユニットケアなのだろうと思う。ユ
ニットは、小規模に分散されている。Ｂ特養
は、４ユニット利用者各2 0名で、職員は１ユ
ニット９名配置されている。2 . 2：１の割合で
ある。（ちなみに、従来型のＣ特養は2 . 7：１
である）
ユニットの最大の特徴は、利用者・職員が
小規模に分散、固定化されていることにより、
今までかかわれなかった利用者の様々な部分
に、より深く関わることができるという点だ
と思う。従来型の特養では実現できなかった
ケアを、形にできる可能性を持つユニットケ
ア。可能性を現実のものにするためには、職
員の発想の転換と、そこで生活する利用者と
どんな生活を築いていきたいかという想い、
取り組みが必要になる。そこで、実際ユニッ
トケアを取り組む中で見えてきた問題点と課
題を後述する。
施設が今年春に開所し、この半年間で施設
全体として行った行事は、納涼会のみである。
開所１年目は行事やクラブ活動よりも、利用
者の状態把握と各ユニットの基盤づくりに主
眼を置いた。施設行事は少なかったが、各ユ
ニットで様々な取り組みがあったのでいくつ
新潟青陵大学紀要 第４号　　2004年３月
The Present situation of the Care workers's labor conditions and the Contemporary problems
か紹介したい。ある利用者の「くじら汁が飲
みたい。」という一声で行ったくじら汁作り、
ユニット対抗ミニ運動会、屋内ボーリング大
会、敬老会も一同に会してという形ではなく、
各ユニットで利用者と家族、そして職員も加
わって同じテーブルで食事をして敬老の日を
祝った。また、日々ユニットを覗くと、利用
者と職員が一緒になってベランダで洗濯物を
干す姿、ユニット内を掃除する姿、食事の配
膳をする姿等が見られる。自分の役割を得た
利用者の表情はいきいきとし、職員が利用者
から元気をもらっている。
次にユニットケアのメリット・デメリット
について対比させながら考えてみたい。
( 1 )個室であることにより、利用者のプライ
バシーが守られている。言い換えればプライ
ベートな空間が保証されているとも言えるだ
ろう。居室には、今まで使っていた馴染みの
家具等が持ち込めるので個性が出る。やはり、
人間幾才になっても、一人になれる空間があ
るということは大切なことだと思う。しかし、
個室ゆえのリスクもある。訪室しないと、利
用者の変化を見落としかねないのである。従
って、居室の清掃、ゴミ集め等は職員が携わ
り、たえず利用者の状況把握に努めている。
( 2 )ユニット単位のケアは、職員が利用者の
状況、状態を把握しやすい。しかし、言い換
えれば、従来型の特養よりも職員一人一人の
責任が明確になり、言い逃れができなくなる
ということでもある。その人にあったよりよ
いケアを実現していくには、より一層の目配
り・気配りが必要になる。利用者の状態の変
化は必ずしも身体的な面だけではない。ユニ
ットは生活単位が小規模であるため、利用者
同士が顔馴染みになり、その中で気の合う仲
間ができれば生活に楽しみを見出せるだろ
う。しかし、毎日同じ空間、同じ顔ぶれの中
で生活していくうちには、目に見えないスト
レスを抱えている利用者もいる。実際、絶え
間なく話しかける重度の痴呆高齢者に、周り
にいる人がついていけない状況を目にするこ
とがある。こういった状況が毎日のように繰
り返されたらストレスになるのは当然だろ
う。よって職員は、心理面にも充分注意、配
慮をしながら利用者に関わることが必要にな
る。
ユニットケアは、従来型の施設では困難だ
った個別ケアを確立し、ケアを質的に向上さ
せるという大きな可能性を持つことになると
考えている。可能性を現実のものにできるか
どうかは、職員の想い一つだ。いくらハード
面が充実していても、「どういうケアをする
か」「どんな生活にするか」という視点が常
になけれが決してよい支援はできない。開所
して半年余り、各ユニットに特色が出てきて
いる。良くも悪くも、職員の想いがユニット
に反映される。今後は利用者のつぶやきを形
にできる、その人が本当の意味でその人らし
くいられる場所＝家づくりをしていけたらよ
いと思う。
４．特養待機者増加の背景と新入所指針
現在、Ａ市の特養待機者は3 0 0人余りいる
とされているが、待機者が増え続ける背景に
は一体なにがあるのだろう。介護保健制度が
創設され、福祉が「措置」から「契約」へと
変わり、国民の権利としてサービスを受ける
といった意識が高まった。困った時は人目を
気にすることなく（全くないとは言いきれな
いが）サービスを利用することができるとい
う風潮が根付き、『福祉』が決して特別な人
のものではないといった認識に変わってきた
ことを考えると、制度が果たした役割は大き
いと思う。
施設に提出される入所申込書の中で、入所
の希望時期についてみると、今すぐが7 3％、
半年後5 . 8％、１年後と将来的にあわせて
1 7 . 6％と圧倒的に「今すぐ」と希望している
ケースが多い。要介護度別に見ると、要介護
度が高くなるにつれて、将来的にという割合
は減少するが、今すぐにと希望するケースに
関しては、要介護度は関係ないようだ。在宅
で生活する上で特別問題のない人も、施設に
「今すぐ入りたい」と希望しているのだ。（本
人が希望しているというよりは、家族の希望
である場合が多いように思うが…）。これは
Ａ市に限ったことではないと思うが、主治医
や担当ケアマネージャー、隣近所の人から
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「特養は順番を待っている人がいっぱいで、
申し込んでもすぐには入所できないけれど、
とりあえず申し込んでおいたほうがいいよ。」
と誰もが口にする。まるで申込書の提出が、
精神安定剤の服用でであるかのように『とり
あえず申込』は後を絶たない。このような現
状の中で施設は、本来の特養の役割と高齢者
が住み慣れた地域・在宅で生活していくため
に何が必要か、何ができるかを考えていかな
ければならないと思う。
平成1 5年４月から入所に関する基準を明示
することにより、入所決定過程の透明性、公
平性を確保し、施設入所の円滑な実施に資す
ることを目的とした新入所指針が適用されて
いる。Ａ市では本人の状況（要介護度）、介
護者の状況、特記事項（痴呆自立度、問題行
動）について点数化し、その結果において点
数の高いものを上位とする。なお、各施設に
は施設職員と職員以外の第三者で構成する入
所検討委員会を設置する。入所待機順位を決
定する上で必要とされる調査項目や入所検討
委員会の開催頻度は各市町村で異なり、本人
や介護者の状況・特記事項に加えて、在宅サ
ービスの利用状況、担当ケアマネージャーの
意見書を必要とする市町村もある。新入所指
針の目的でもある入所決定過程の透明性、公
平性を確保するためには、複数箇所申請して
いる人の調査結果にバラツキがでないように
各施設が、情報を突き合わせ点数を決定する
厳密な作業や各施設の受入基準つまりガイド
ライン等の整備が必要と考えられる。（なお、
ここでいう施設のガイドラインとは、例えば
気管切開・透析・ＡＳＬ－筋萎縮性側索硬化
症患者等の受入をどうするかといったような
ことをいうと考えてよい。）
そして今後、新入所指針に従って入所決定
をしていくと、当然のことながら重度の利用
者が多くなっていく。ユニットでケアするこ
とにより、痴呆症状が緩和されたというケー
スもある。ユニットだからできること、ユニ
ットケアの持ち味を最大限に生かすことを考
えると、個人的には施設独自の入所基準があ
ってもよいのではないかと思うところであ
る。
５．これからの施設福祉のあり方
前項で特養待機者の増加について述べた
が、介護保険制度創設により施設入所を当然
の権利として捉える利用者または家族が増え
たことは明らかである。施設に入所すれば
3 6 5日2 4時間体制で職員が見守り、いつ何が
あっても大丈夫だという安心感が買える点か
らいえば、やはり将来的には施設を希望した
いという人が多いのかもしれない。しかし、
その『安心感』を在宅生活でも保証できると
したら、施設を選ぶ人はどれくらいいるだろ
うか。福祉サービスを使いながらできる限り
在宅で生活をすることが介護保険制度の本来
の目的でもあり、施設職員も忘れてならない
大切な視点だと思う。特養もさる事ながら、
老健にも特養の待機者と呼ばれる人たちが押
し寄せ、特養化しているのが現実である。本
来、老健は入院治療する必要のない、病状の
安定した寝たきり高齢者等に対して、リハビ
リテーション等の医療ケアと生活サービスを
提供する施設であるはずだ。治療が必要な人
には、病院や介護療養型医療施設といった場
所が提供されるべきである。まだまだ各施設
またはサービスの整備が追いついていないた
め、本来果たすべき役割を果たせないでいる
のも現実である。
実際私の勤務する特養であったケースであ
るが、入所当初は要介護１と判定されていた
女性利用者（以下Ｄさんとする）が要介護更
新認定調査の結果、要支援と判定された。Ｄ
さんは在宅で生活していた平成８年頃より物
忘れが始まり、病院で検査を受けた結果、ア
ルツハイマー型痴呆と診断された。老健施設
への入所経緯もある。在宅や老健で生活され
ていた時は、火の不始末や過食行動等痴呆に
よる問題行動が見られた。特養に入所してか
らは、状態も安定し特別目立った問題はなく、
施設での生活に限って見れば要支援という結
果は妥当であるように思う。家族は再調査の
依頼をし、その結果についてはまだ出てない
が、再度要支援と判定されれば退所となる。
家族は就労していることから日中一人で生活
させる事に強い不安を抱いている。しかし再
度要支援と判定された時のことを考え、退所
後のことについて、家族と施設とが思案して
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いる状況である。ここで問題となるのは、要
支援と判定され退所せざるを得ない状況にな
った利用者の受け皿がきちんと整備されてい
るかということだ。その人の状態に合ったサ
ービス、生活の場を適切に提供するというと
いう意味で介護保険、介護認定があることは
理解できるが、基盤整備がなされていなけれ
ば当然行き場を失う高齢者が出てくる。行
政・施設・住民が一体となって、その人がそ
の人らしく生活できる場所づくりを考えてい
かなければならないと思う。
ユニットケアという視点から捉えた施設の
あり方については、職員が利用者を介護の対
象として見るのではなく、どれだけ一緒に暮
らす生活者として見ることができるかという
点にあると思う。前記の３のユニットにおけ
る現状の中で、各ユニットでの取り組みと利
用者と職員が一緒になって行うことを紹介し
たが、最近ユニット内だけに留めておいたの
ではもったいないと感じる。ユニットは、そ
こで生活する利用者にとって大切な空間だ。
しかしユニット以外の場所でホッと一息つけ
る空間があったら良いと思う。施設を入ると、
ちょっとした休憩スペースがあるのだが、こ
こを活用して誰でも気軽に立ち寄れる喫茶コ
ーナーを作ろうと計画中である。気の合う仲
間同士、喫茶店へ出かける気分で来てもらっ
てもいい。家族との団らん、地域の人との交
流の場にしてもらってもいい。「地域にひら
かれた施設」とは、外部の人が施設の中に入
ってくる（例えば施設見学や行事の開催）だ
けでなく、利用者が地域の中に出ていくこと
でもあると思う。これからも、『入口はユニ
ット、出口は地域』という気持ちを持って利
用者と共に生活していきたい。
＜参考資料・文献＞
・平成1 4年度　Ｂ市の福祉　－老人福祉－
・介護職人かわらばん　特集「ユニットケア」
生活介護研究所発行
⑺ 介護保険と地域福祉権利養護事業につ
いて
Ｎ・Ｚ
W市の介護保険の現状と介護保険外ではあ
るが、それを支える制度として、「地域福祉
権利擁護事業」について取り上げることとす
る。
Ⅰ）W市の状況について
( 1 )W市について
Ｗ市は、新潟県のほぼ中央に位置し、金物
の町として知られている。人口は平成1 4年度
新潟県保健福祉課の統計によると、およそ８
万４千人であり、新潟県内では５番目、平成
1 5年７月にＹ市とＫ蒲原郡Ｓ町が合併したこ
とにより、６番目に人口の多い市となってい
る。
この約８万４千人のうち、約１万８千人を
6 5歳以上が占めており、Ｗ市の高齢化率は
2 0 . 4％となっている。この数値は新潟県内1 1 1
市町村の中では低い数字ではあるが、７％を
超えると高齢化社会、1 4％を超えると高齢社
会といわれる中、とても大きな数字である。
約５人に１人が高齢者というような状況であ
る。
このような状況で、核家族化が進んでいる
こともあり、6 5歳以上の単身高齢者世帯、6 5
歳以上の高齢者のみ世帯が年々急激に増加し
ている。Ｗ市では、今まで商店街のある街の
中心部に若い人がいなくなり単身高齢者が非
常に多いというような状況である。
( 2 )介護保険について
W市の介護保険についてはまず、介護保険
制度施行時から被保険者数を比較すると、合
計では増加傾向にあるが、第１号被保険者と
第２号被保険者に分けてみると、6 5歳以上で
あり第１号被保険者の増加が著しく、4 0歳以
上6 5歳未満である第２号被保険者は少しずつ
減少している。W市の介護保険被保険者数の
推計によると、このような状況が続くと見込
まれている。
第１号被保険者の介護保険料の基準額は、
月額3 , 6 5 4円である。６段階に別れている保険
料の中の第３段階にあたり、本人が市民税非
課税の場合がこれにあたる。割合では第１号
被保険者の5 1％を占めている。次いで多いの
は、第２段階である。世帯全員が市民税非課
税の場合にあたり、2 7％を占めている。
第１号被保険者のうち、平成1 5年５月末の
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